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表13－４ 財務省における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況（個表） 

 

政策ごとの評価結果については、 

総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index.htm

l）を参照されたい。 

 

また、政策評価の結果の政策への反映状況は、以下の一覧のとおりである。 

 

１ 事前評価 

 

表13－４－(1) 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策 

 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

１ 

適格退職年金契約の積立
金に対する特別法人税の
撤廃もしくは非課税措置
の延長 

評価結果を踏まえ、税制改正要望を行った。 

２ 
承継銀行等に係る資本割
の特例措置の延長 

評価結果を踏まえ、税制改正要望を行った。 

３ 
銀行等保有株式取得機構
に係る資本割の特例措置 

評価結果を踏まえ、税制改正要望を行った。 

 

 

２ 事後評価 

 

表13－４－(2) 実績評価方式により評価を実施した政策（目標管理型の政策評価） 

 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

１ 

我が国における少子高齢
化等の社会経済情勢の変
化、厳しい財政状況を踏ま
え、社会保障・税一体改革
を継続するとともに、国・
地方のプライマリーバラ
ンスについて、2015年度ま
でにその赤字の対ＧＤＰ
比を2010年度の水準から
半減し、2020年度までに黒
字化するとの財政健全化
目標達成に向け、歳入・歳
出両面において財政健全
化に向けて取り組む 

【引き続き推進】 
我が国の財政状況は、国・地方の長期債務残高が平成25年度末には980

兆円（対ＧＤＰ比202％）に達すると見込まれるなど、主要先進国の中で
も最悪の水準となっており、極めて厳しい状況にある。 

政府としては、日本の財政に対する信認を確保していくために、社会
保障・税一体改革を継続するとともに、国・地方を合わせた基礎的財政
収支について、2015（平成27）年度までに2010（平成22）年度に比べ赤
字の対ＧＤＰ比を半減、2020（平成32）年度までに黒字化、その後の債
務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指すとの財政健全化目標達成に
向け、歳入・歳出両面において財政健全化に向けて取り組んだ。 

財務省としても、上記の政府の方針を踏まえて、適切な財政運営を行
うこととした。 

２ 

我が国の経済・社会の構造
変化に対応し、成長と雇用
の実現、社会保障改革とそ
の財源確保といった我が

【引き続き推進】 
社会保障・税一体改革に引き続き取り組んだ。また、平成26年３月20

日に「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方法人税法」が国会
で成立した。 
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国の喫緊の課題に応える
ため、税制の抜本的な改革
に取り組む 

３ 

経済金融情勢及び財政状
況を踏まえつつ、市場との
緊密な対話に基づき、国債
発行計画の策定等の国債
管理政策を遂行し、中長期
的な調達コストの抑制を
図りながら、必要とされる
財政資金を確実に調達す
る。また、対象事業の重点
化・効率化を図りつつ、政
策的必要性等の観点から
財政投融資を活用するほ
か、「新成長戦略における
国有財産の有効活用につ
いて」等を踏まえ、未利用
国有地等の活用や庁舎及
び宿舎の最適化の推進な
ど国有財産の有効活用に
取り組む 

【引き続き推進】 
① 国債管理政策 

我が国の財政は、過去に例を見ない厳しい状況にあり、今後も大量の
国債発行が見込まれている。国債発行当局として確実かつ円滑な国債発
行により、必要とされる財政資金を確実に調達するとともに、中長期的
な調達コストを抑制していくことによって、円滑な財政運営の基盤を確
保するという基本的な考え方に基づき、国債管理政策を運営した。 
 
② 財政投融資 

財政投融資計画の編成においては、政策的必要性、民業補完性や償還
確実性の観点から見直しを行い、対象事業の重点化・効率化を図りつつ、
国民のニーズや社会経済情勢の変化などを踏まえ、必要な事業への資金
供給を確保した。 

 
③ 国有財産 

売却等を通じて国の財政に貢献するとともに、地方公共団体等と連携
を図り、地域や社会のニーズに対応した未利用国有地等の活用や庁舎及
び宿舎の最適化の推進など、国有財産の適正な管理とともに有効活用等
に取り組んだ。 

４ 

金融システムの状況を踏
まえながら、関係機関との
連携を図りつつ、金融破綻
処理制度の整備･運用を図
るとともに、預金保険法等
の法令に基づき、金融危機
管理を行うことにより、金
融システムの安定の確保
を図る。また、通貨の流通
状況を把握し、偽造・変造
の防止等に取り組み高い
品質の通貨を円滑に供給
することにより、通貨に対
する信頼の維持に貢献す
る 

【引き続き推進】 
① 金融システムの安定の確保に向けた適切な制度の整備・運用 

金融システムの状況を適切に踏まえながら、金融庁等と連携をとりつ
つ、金融破綻処理制度の適切な整備・運用や迅速かつ的確な金融危機管
理に努めた。 

 
② 通貨の偽造・変造の防止 

通貨の偽造・変造の防止について、引き続き、独立行政法人国立印刷
局、独立行政法人造幣局、日本銀行、警察当局及び税関当局等とも連絡
を密にし、通貨の偽造・変造を防止する環境を整備するとともに、海外
の通貨当局との連携を図るよう努めた。 

５ 

我が国経済の健全な発展
に資するよう、地球的規模
の問題への対応を含む国
際的な協力等に積極的に
取り組むことにより、世界
経済の持続的発展、国際金
融システムの安定及びそ
れに向けた制度強化、アジ
アにおける地域協力の強
化、開発途上国の経済社会
の発展、国際貿易の秩序あ
る発展を目指す。特に、我
が国を含むアジア諸国が
共に成長するため、アジア
における「新成長戦略」を
推進する 

【引き続き推進】 
 Ｇ20、Ｇ７等の枠組みに積極的に参画し、世界経済の持続的発展等に
向けた諸問題への取組を行い、また日本の情勢や考え方への各国の理解
が高まるよう努めた。 
 アジアにおける地域金融協力については、ＡＳＥＡＮ＋３の枠組みに
おいてチェンマイ・イニシアティブ（ＣＭＩＭ）の強化、域内の経済監
視を行う常設機関であるＡＳＥＡＮ＋３マクロ経済リサーチオフィス
（ＡＭＲＯ）の更なる組織強化及びアジア債券市場育成イニシアティブ
（ＡＢＭＩ）を推進した。 

また、二国間金融協力の推進に関しては、二国間通貨スワップについ
て、インドネシア及びインドとの間で拡充契約を締結し、フィリピン及
びシンガポールとの間で拡充・再締結に向けて基本合意したほか、現地
通貨建て資金供給の促進に貢献する等、地域金融協力の強化に取り組ん
だ。 
 ＭＤＢｓに関しては、主要出資国として業務運営に積極的に参画し、
我が国のＯＤＡ政策・開発理念をＭＤＢｓの政策に反映させるとともに、
我が国の開発援助にＭＤＢｓの専門的知見や人材を活用した。 

日本企業の海外展開の促進のため、円借款のＳＴＥＰ制度（本邦技術
活用条件）やＪＢＩＣの融資等の枠組みを活用して、ファイナンス面か
ら支援した。 
 国際貿易に関する取り組みについては、ＷＴＯドーハ・ラウンドにお
ける貿易円滑化交渉に我が国の首席交渉官として取り組み、平成25年12
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月の第９回ＷＴＯ閣僚会議における同交渉の妥結に貢献するとともに、
ＴＰＰ、ＲＣＥＰ及び日ＥＵ・ＥＰＡ等の多数の経済連携交渉に取り組
んだ。 

６ 

総合目標１から５の目標
を追求しつつ、震災対応に
取り組むとともに、財政健
全化と経済成長との両立
を図る観点から、デフレ脱
却・安定的な経済成長の実
現に寄与することを目指
し、関係機関との連携を図
りつつ、適切な財政・経済
の運営を行う 

【引き続き推進】 
引き続き、震災対応に取り組むとともに、財政健全化と経済成長との

両立を図る観点から、デフレ脱却・安定的な経済成長の実現に寄与する
ことを目指し、関係機関との連携を図りつつ、適切な財政・経済の運営
を行った。 

政府は、日本経済の競争力と成長力の強化に向け、大胆な規制・制度
改革を含む「日本再興戦略」を平成25年６月14日に閣議決定した。また、
政府は、財政健全化と日本経済再生の双方を実現する道筋について、経
済財政諮問会議において検討を進めており、その上で、財政健全化目標
を実現するための中期財政計画を作成し、平成25年８月８日に閣議了解
した。財務省としても、関係府省と連携しながら、社会保障・税一体改
革を継続するなど、適切な財政・経済の運営を行っていくこととした。 

また、共同声明にのっとり、政府及び日本銀行の政策連携を強化し、
デフレ脱却と経済成長の実現に向け、一体となって取り組んでいくこと
とした。 

７ 

重点的な予算配分を通じ
た財政の効率化・質的改善
の推進 

【引き続き推進】 
国債に対する信認を確保するため、公債発行額をできる限り抑制し、

財政健全化目標を踏まえ、税収が公債金を上回る状態を維持するなど、
中長期的に持続可能な財政構造を目指した。 

さらに、社会保障･税一体改革を継続するとともに、中期財政計画に基
づき、財政健全化目標の実現を目指し、歳出・歳入両面にわたる予算の
無駄の点検等に努め、歳出全体を必要性の高い分野に重点的に配分した。
同時に、予算執行調査、政策評価、決算及び決算検査報告、国会での指
摘・議決などの予算への反映・適切な活用に努めた。 

広報活動については、財政の現状や政府の取組に係る図表等を用いた
分かりやすい説明を、資料やホームページ等の多様な媒体によって、引
き続き積極的に行った。 

平成26年度予算概算要求額：2,671,461千円 

８ 
必要な歳入の確保 【引き続き推進】 

経済情勢等に配意し税収及び税外収入の確保に努めるとともに、税収
の適切な見積りや説明責任の向上に努めた。 

９ 

予算執行の透明性の向
上・適正な予算執行の確保 

【引き続き推進】 
予算執行に関する情報開示を充実し、適正かつ効率的な予算執行を確

保することは重要な課題であると考えており、引き続き、財務省ホーム
ページから各府省庁の予算執行に関する情報開示を閲覧できるようにす
るとともに、法令及び予算に則った予算執行に係る各手続の適切な審査
や各府省庁等の会計事務職員を対象とした会議・研修等の効果的な実施、
入札契約の改善や随意契約の適正化の推進に努めた。また、予算執行調
査については、予算の効率化が図られるよう、専門家の知見の活用等を
図りつつ、より深度のある調査を実施した。 

平成26年度予算概算要求額：4,969,634千円 

10 

決算の作成を通じた国の
財政状況の的確な開示 

【引き続き推進】 
財政状況についての透明性の確保や説明責任の向上及びその早期公表

は極めて重要である。 
具体的には、年度途中における予算使用の状況、国庫歳入歳出状況及

び予算の執行実績である決算の概要について、国民及び国会に対し適時
適切に報告するとともに、平成24年度歳入歳出決算については、平成23
年度歳入歳出決算に引き続き、会計検査院へ早期に送付し、平成25年11
月19日に国会に提出した。 

11 

地方の歳入・歳出、国・地
方間の財政移転に関する
事務の適切な遂行 

【引き続き推進】 
財源における地方の自立性を高めるため、国・地方の財政状況を踏ま

えつつ、国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲を含めた税源配分の見
直しの一体的な改革に向け地方債を含め検討する必要があり、国・地方
の財政の健全化や、地域の自主性及び自立性を高めるための改革に係る
議論等を踏まえて、地方歳出の削減努力、地方交付税の制度改革、地方
間の税源の偏在等、国税・地方税を通ずる諸課題等について必要に応じ
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て総務省と調整を行った。 

12 

公正で効率的かつ透明な
財政・会計に係る制度の構
築及びその適正な運営 

【引き続き推進】 
① 国の財務書類の作成・公表等 

「国の財務書類」については、平成23年度分に引き続き、より充実し
た説明資料も併せて作成・公表し、国民に対する分かりやすい説明に努
めた。「特別会計財務書類」については、会計検査院の検査を経た上で国
会へ提出した。さらに「省庁別財務書類」についても、各省庁より的確
な財務情報の開示がなされるよう必要な助言等を行った。 

また、「政策別コスト情報」を各省庁が作成・公表するにあたって、的
確な情報開示が行われるように必要な助言等を行った。 

 
② 特別会計改革 

特別会計については、「特別会計改革に関するとりまとめ」（平成25年
６月５日行政改革推進会議）を踏まえ、「特別会計に関する法律等の一部
を改正する等の法律案」を国会に提出し、平成25年11月15日に成立した。 

平成26年度予算概算要求額：10,080千円 

13 

我が国の経済・社会の構造
変化に対応するとともに、
喫緊の課題に応えるため
の税制の構築 

【引き続き推進】 
① 我が国の経済・社会の構造変化に対応するとともに、喫緊の課題に応
えるための税制の構築 

社会保障・税一体改革に引き続き取り組んだ。また、平成26年３月20
日に「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方法人税法」が国会
で成立した。 

 
② 税制改正についての広報の充実 

税の意義・役割、税の使途、税制の現状と課題、税制改正の内容など、
税制全般に対する国民の理解・納得が深まるよう、幅広い媒体を活用し、
広報活動の一層の充実を図った。 

 
③ 政策評価の活用 

租税特別措置を含めた税制改正を行うに当たって、要望時において各
府省等に対し、「政策の達成目標」の実現状況など各府省等が行った政策
評価の結果を記載した要望書の提出を求め、税制改正案の立案に向けた
各府省等との議論の材料とした。 

平成26年度予算概算要求額：161,457千円 

14 

国債の確実かつ円滑な発
行及び中長期的な調達コ
ストの抑制 

【引き続き推進】 
我が国の財政は、過去に例を見ない厳しい状況にあり、今後も大量の

国債発行が見込まれている。 
国債発行当局として確実かつ円滑な国債発行により、必要とされる財

政資金を確実に調達するとともに、中長期的な調達コストを抑制してい
くことによって、円滑な財政運営の基盤を確保するという基本的な考え
方に基づき、国債管理政策を運営した。 
① 市場のニーズ・動向等を踏まえた国債発行 

国債発行については、市場のニーズ・動向等を踏まえ、平成25年1月に
策定した平成25年度国債発行計画に沿って発行し、必要とされる財政資
金を確実に調達した。平成26年度国債発行計画については、市場のニー
ズ・動向等を踏まえ、国債の発行年限のバランスのとれた計画を策定し
た。さらに、平成25年度においても、「国債市場特別参加者会合」や「国
債投資家懇談会」等の場を通じた市場との対話をきめ細かく行った。 

 
② 国債市場の流動性維持・向上 

国債発行当局として、市中からの買入消却や流動性供給入札など、国
債市場の流動性向上に向けた施策を実施している。また、我が国の国債
市場が高い流動性を有することは、市場参加者の求めるところでもある。
平成25年度においても、引き続き、「国債市場特別参加者会合」等の場を
通じた市場との対話を踏まえながら、国債市場の流動性維持・向上に向
けたこれらの取組を進めた。 

 
③ 円滑な国債入札の実施に向けた対応 

入札時にトラブルが発生した場合の対応については、予め定められた

- 86 - 
 



 

手順に沿って適時に適切な対応を行うことにより、円滑な国債入札の実
施に努めた。 

 
④ 保有者層の多様化 

個人投資家については、個人向け国債の販売促進の観点から、平成25
年12月募集以降、すべての個人向け国債を毎月募集・発行とすることに
より、引き続き個人の国債保有の促進に向けた取組を行った。 

海外投資家については、日本国債や日本経済･財政等に関する海外投資
家の正しい理解を促し、そうした投資家とのネットワークを構築・維持
するほか、直接投資家を訪問する以外にも、メール等を活用しつつ、よ
り一層積極的なコミュニケーションに努めた。 

 
⑤ 国債に係る広報・広告の充実 

平成25年度においても、国債の安定消化を確保する等の観点から、国
債市場や国債管理政策についての透明性を高め、積極的にホームページ
等を通じた情報発信や広報活動に引き続き努めた。 

平成26年度国債整理基金特別会計予算概算要求額：210,426,518,687千円 
平成26年度東日本大震災復興特別会計予算概算要求額：132,136,997千円 
平成26年度予算概算要求額：25,279,457,034千円 
機構要求：国債管理政策に関する情報収集、情報提供、制度調査の機能

を抜本的に強化し、戦略的な情報発信・収集の企画立案を行
う体制を整備するため、国債政策情報室（仮称）及び国債政
策情報係（仮称）の設置を要求した。 

定員要求：上記に対応した体制整備のため、定員１名を要求した。 

15 

財政投融資の対象として
必要な事業を実施する機
関への資金供給の確保と
重点化・効率化及びディス
クロージャーの徹底 

【引き続き推進】 
① 財政投融資計画の編成においては、各府省庁・各機関より提出された
政策評価や政策コスト分析を活用し、政策的必要性、民業補完性の観
点から見直しを行い、対象事業の重点化・効率化を図りつつ、国民の
ニーズや社会経済情勢の変化などを踏まえ、必要な事業への資金供給
を確保した。また、財政投融資対象機関に対する適切な審査により、
その内容を、財政投融資計画に反映させた。 

 
② 財政投融資対象機関に対する既往の貸付金について、適切なモニタリ

ングを行いつつ、約定通りの確実な回収を行った。また、引き続き適
切なＡＬＭに取り組むこと等により、可能な限り金利変動リスクの低
減に努めた。また、政策コスト分析の活用、公表に取り組んだ。 

 
③ 財政投融資について、国民の理解を一層深めるとともに、運営に対す

るチェックを容易にするため、平成22年４月16日に取りまとめた財政
投融資の透明性の向上についての実施プランに基づき、ＰＤＣＡの各
段階における情報開示の拡充や実地監査等により、引き続き透明性の
向上に取り組んだ。 

平成26年度財政投融資特別会計（財政投融資資金勘定、投資勘定）予算
概算要求額：33,529,596,930千円 

16 

国有財産の適正な管理及
び有効活用等と情報提供
の充実 

【引き続き推進】 
国民共有の貴重な財産である国有財産については、売却等を通じて国

の財政に貢献するとともに、地方公共団体等と連携を図り、地域や社会
のニーズに対応した有効活用を図っていくこととし、以下のとおり国有
財産の適正な管理及び有効活用等に取り組んだ。 
① 行政財産等の監査 

国有財産の監査の充実・強化を図るため、現地における深度ある監査
を実施した。具体的には、市街地に所在する道路、河川等の公共用財産
及び庁舎等、省庁別宿舎の公用財産の監査に事務量を重点的に配分し、
未利用国有地の洗い出し及び空きスペースの創出に主眼を置いた監査を
実施した。 

 
② 既存庁舎等の効率的な使用の推進 

行政組織の見直し等によって生じる既存庁舎の過不足を解消するた
め、監査の結果などを活用し、省庁横断的な入替調整を積極的に行った。 
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③ 未利用国有地等の有効活用の促進 

未利用国有地等の管理処分に当たっては、「防災基本計画」（中央防災
会議）を踏まえ、災害応急対策等への備えとして避難場所、避難施設、
備蓄など防災に関する諸活動の推進に配慮した。 

また、売却困難財産及び売れ残り財産については、税外収入の確保に
加え管理コストを削減する観点から、一時貸付による暫定活用を推進し
た。 

 
④ 東日本大震災への対応 

東日本大震災による被災地の応急措置に対応するため、地方公共団体
の要請に応じて未利用国有地を無償貸付により提供した。あわせて、被
害を受けた中小企業を支援するため、その仮設店舗・事業所用地として、
地方公共団体を通じた無償貸付を推進した。 

また、被災地に所在する貸付中財産については、その被災状況に応じ
て貸付期間の不算入措置を講ずるなど、貸付相手方からの相談に丁寧に
対応した。 

 
⑤ 貸付中及び旧里道・旧水路等の財産の処理促進 

貸付中の財産については、管理事務軽減及び税外収入確保の観点から、
機会を捉えて積極的に買受勧奨を行うことにより、売却促進に努めた。 

また、誤信使用財産については、一層の適正な管理処分のため、計画
的かつ効率的に処理をすべく、態様別に分類し、優先順位をつけた計画
を策定するとともに、着実に実施した。 

 
⑥ 国有財産に関する的確な現状把握と情報提供の充実 

国有財産に関する情報提供の充実、利便性の向上を図るため、地方公
共団体の保有する土地の売却情報及び各省財産の売却情報へのリンク化
並びに、財務省ホームページ上への国有財産に関するアイディア募集コ
ンテンツ掲載・募集を行った。 
また、最新の国有財産行政を反映した「国有財産レポート」を作成・公
表し、国有財産に関する情報公開に努めた。 

このほか、売却が適当なすべての未利用国有地について、国民のニー
ズに即応した情報提供を行った。 

平成26年度予算概算要求額：9,858,241千円 
【財務（支）局】 
機構要求：国有財産業務に関する効率的な実施体制の整備を図るため、

統括国有財産管理官等を要求した。（注）下記No.17と共通で
要求した。 

定員要求：国有財産の有効活用等及び震災復興事業の円滑な実施のため
の体制強化のため、定員37名を要求した。 

17 

庁舎及び宿舎の最適化の
推進 

【引き続き推進】 
① 庁舎 

庁舎については、長寿命化によるコスト低減効果を総合的に勘案しつ
つ、省庁横断的な入替調整等を積極的に行うことにより、既存庁舎の効
率的な使用を推進した。また、老朽化等により長寿命化が困難な庁舎に
ついては、利用者利便向上に十分配慮しつつ、特定国有財産整備計画の
活用も含めた移転・集約化等を推進するとともに、建替えと民間借受け
のコスト比較を行い、最も効率的な調達方法の選択に努めた。 

 
② 宿舎 

宿舎については、削減計画及び「『国家公務員宿舎の削減計画』に基づ
くコスト比較等による個別検討結果及び宿舎使用料の見直しについて」
に基づく宿舎戸数の削減等及び宿舎使用料の見直しを着実に実施した。 

平成26年度財政投融資資金特別会計（特定国有財産整備勘定）予算概算
要求額：46,769,874千円 
平成26年度予算概算要求額：12,972,187千円 
【財務（支）局】 
機構要求：国有財産業務に関する効率的な実施体制の整備を図るため、
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統括国有財産管理官等を要求した。（注）上記No.16と共通で
要求した。 

18 

国庫金の正確で効率的な
管理 

【引き続き推進】 
① 確実な資金繰りを確保しつつ、国庫に一時的に留まる現金を可能な限

り抑制するため、国庫金の受入日と支払日を合わせる調整について、
各府省庁等の支払いの個別事情にも対応した取組を行った。 

 
② 財政資金対民間収支を原則毎月第１営業日に報道発表し、ホームペー

ジに掲載すること等により、国庫収支に関する迅速かつ正確な情報提
供を行った。 

 
③ 国庫原簿と歳入歳出主計簿との突合により日本銀行の国庫金の出納

事務が正確に行われているかどうかの検証を行った。 

平成26年度予算概算要求額：54,036千円 

19 

日本銀行券・貨幣の円滑な
供給及び偽造・変造の防止 

【引き続き推進】 
引き続き、通貨に対する信頼を維持することを目的として、日本銀行

券・貨幣の円滑な供給及び偽造・変造の防止等通貨制度の適切な運用を
行った。 

特に通貨の偽造・変造は、国民の通貨に対する信頼を失わせ、経済社
会に深刻な影響を及ぼす恐れがあることから、その防止については、引
き続き、重点的に進める施策として位置付け、以下のような取組を行っ
た。 
① 偽造・変造を防止する環境を整備するため、最近の通貨偽造の状況を

踏まえ、国庫企画官を中心に、独立行政法人国立印刷局、独立行政法
人造幣局、日本銀行、警察当局及び税関当局等とも連絡を密にすると
ともに、海外の通貨当局との連携を図るよう努めた。 

 
② 通貨の偽造防止技術を記載したポスターを小売店等に対して機会を

捉えて配布することにより、偽造通貨が行使されにくい環境の整備を
行った。 

 
③ 偽造防止技術の向上のため、平成25年度に発行した記念貨幣のうち、

平成20年度から継続して発行している地方自治法施行60周年記念五百
円貨幣については、視認性が高く、大量生産が困難な「異形斜めギザ」
に加え、偽造抵抗力が高いとされる「バイカラー･クラッド（二色三層
構造）」を引き続き採用するとともに、偽造抵抗力の向上に独立行政法
人国立印刷局及び独立行政法人造幣局と連携して取り組んだ。 

また、偽造防止技術を中心とした製造技術やデザイン力等の維持・
向上及び国際協力を図る観点から、新興国等への国づくり支援として、
外国政府等の通貨等製造及び製造技術協力の実施について、独立行政
法人国立印刷局及び独立行政法人造幣局と連携を図った。 

平成26年度予算概算要求額：14,845,135千円 

20 

金融破綻処理制度の適切
な整備・運用及び迅速・的
確な金融危機管理 

【引き続き推進】 
金融システムの状況を適切に踏まえながら、金融庁等と連携をとりつ

つ、政府保証枠の適切な設定、預金保険機構等の監督等、金融破綻処理
制度の適切な整備・運用や迅速かつ的確な金融危機管理に努めた。 

平成26年度予算概算要求額：10,920千円 
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21 

内外経済情勢等を踏まえ
た適切な関税率の設定・関
税制度の改善等 

【引き続き推進】 
① 関税率や関税改正に当たっては、内外の経済情勢の変化等を踏まえつ
つ、関係府省より提出された改正要望について、関係府省の政策評価結
果を適切に活用し、措置の必要性や実現される具体的な効果、更にはそ
の所管する産業の情勢や個別要望の国民経済全体への影響を聴取し、関
係府省とも協議を十分に行った上で、関税・外国為替等審議会の調査・
審議の結果を踏まえながら、適切に判断した。 

また、これらの過程において、国民のニーズの的確な把握に努めると
ともに、内外の市況や国内の生産者の状況など客観的なデータの収集を
行った。 

 
② 不当廉売関税等の特殊関税制度については、ＷＴＯ協定及び国内関係
法令等に則り、透明かつ公平・適正に運用を行った。 

平成26年度予算概算要求額：418,420千円 

22 

多角的貿易体制の強化及
び経済連携の推進、税関分
野における貿易円滑化の
推進 

【引き続き推進】 
① 多角的貿易体制の強化及び経済連携の推進 

多角的貿易体制の維持・強化に向け、開発途上国の関心や懸念にも配
慮しながら、ドーハ・ラウンド交渉に積極的に取り組みつつ、特に貿易
手続の透明性・予見可能性・公平性の向上、簡素化・迅速化等を進める
貿易円滑化交渉に積極的に取り組み、2013年12月の貿易円滑化協定の妥
結に貢献した。 

経済連携協定の推進に関しては、アジア・太平洋地域及び東アジア地
域においては、ＴＰＰ協定、ＲＣＥＰ、日中韓、日豪、日モンゴル、日
カナダ、日コロンビア、といった経済連携交渉を推進した。 

欧州では、ＥＵとの経済連携交渉に積極的に取り組んだ。 
財務省は、主に関税政策・税関行政を所管する立場から、関係省庁との
連携を密にし、こうした具体的取組を推進した。 
 
② 税関分野における貿易円滑化の推進 

イ アジアにおける税関近代化・高度化支援の取組 
日本企業がＡＳＥＡＮ諸国等を中心にサプライチェーンを高度化・

複雑化させている現状も踏まえ、キャパシティビルディング等により、
我が国と経済的関係性の深い国における貿易手続の改善を通して相手
国における貿易ビジネス環境の改善に積極的に貢献した。 

また、日本の優れた技術を活用した通関システムを各国において構
築するよう積極的に貢献し、ベトナムでは、平成26年４月からＮＡＣ
ＣＳをベースとした通関システムが運用開始されるとともに、ミャン
マーにおいてもＮＡＣＣＳをベースとした通関システムの導入に向け
た作業を進めていくこととした。 

その他の国においても、引き続き、各国に進出している日本企業か
らの具体的な貿易円滑化ニーズなどを踏まえ、きめ細かな関税技術協
力を実施しその成果の定期的な検証を行った。 

 
ロ 地域協力の枠組みにおける取組 

ＡＰＥＣやＡＳＥＭ等の枠組みを貿易円滑化などを推進する観点か
ら積極的に活用した。 

日中韓の３か国間の地域協力の枠組みにおいては、貿易の安全確保
と円滑化という各国共通の目標に向け取り組んだ。 

 
ハ ＷＣＯ（世界税関機構）等国際機関等における取組 

ＷＣＯにおいては、税関手続の国際的調和・簡素化を通じた貿易円
滑化や国際貿易の安全確保の取組に積極的に貢献していくとともに、
国際標準に関する議論に参加することにより、引き続き我が国企業の
国際競争力の強化及び我が国経済の成長力強化を図った。 更に、Ｗ
ＣＯにおいて進められている不正薬物、知的財産侵害物品等の水際取
締に係る国際協力の推進にも積極的に関与し、我が国社会の安全・安
心の確保にも貢献した。 

 
ニ ＥＰＡにおける税関協力等に関する取組 
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貿易円滑化を促進する観点から、税関手続の国際的調和・簡素化や
税関協力等に関する規定が盛り込まれるよう取り組んだ。 

 
ホ 税関当局間の情報交換等に関する取組 

不正薬物等の水際におけるより効果的な取締りを推進するため、他
国・地域の税関当局との間で、関連する情報の交換を行うために相互
に支援すること、また、貿易円滑化の取組を含む税関当局間の協力関
係を強化することを定めた政府間協定・税関当局間取決め（税関相互
支援協定）等を締結した。平成25年度においては、英国及びスペイン
との間で協定署名に至った結果、税関相互支援協定等の締結国・地域
数は26となった。 

平成26年度予算概算要求額：41,097千円 
機構要求：複数の経済連携協定（ＥＰＡ）交渉等に迅速･的確に対応する

ため、経済連携第三係、原産地規則室等を要求した。 
定員要求：複数の経済連携協定（ＥＰＡ）交渉等に対応する要員として、

定員２名を要求した。 

23 

関税等の適正な賦課及び
徴収、社会悪物品等の密輸
阻止並びに税関手続にお
ける利用者利便の向上 

【引き続き推進】 
① 関税等の適正な賦課及び徴収 

イ 通関審査・検査及び輸入事後調査の的確な実施 
通関時において的確に審査・検査を実施できるよう、引き続き研修

等を通じて通関部門職員の関係法令や貨物等に対する知識向上に努め
た。また、輸入事後調査においても、引き続き調査水準の維持・向上
に努めた。 
ロ 通関業者に対する指導・監督 

適正かつ迅速な通関を確保するために、誤った申告等に対する適時
適切な指導をはじめ、立入調査による法令遵守体制の検証・助言など、
通関業者に対する、指導・監督の充実に努めた。 

 
ハ 事前教示制度 

文書及び口頭による照会に対する事前教示制度については、税関窓
口等においてメリット等を丁寧に周知するほか、その対応に際しては
全国レベルでの事例の分析や進捗管理を実施するとともに、照会に対
し迅速な回答が確保されるよう、業務運営に取り組んだ。 

 
ニ 保税制度の適切な運用 

保税地域の許可等の際に申請者の法令遵守状況、貨物管理体制等に
ついて審査を行うとともに、被許可者に対しても、保税地域の立入検
査を実施すること等により保税制度の適切な運用に努めた。 

 
② 社会悪物品等の密輸阻止 

イ 取締体制の整備 
水際における取締りに当たっては、取締対象を絞り込んでハイリス

ク貨物に対する重点的な取締りを行うことが効果的かつ効率的である
ことから、より充実した貨物、旅客等のリスク評価を行った。また、
テロ関連物品や有害廃棄物の不正輸出を阻止するため、輸出事後調査
についても積極的に実施した。このほか、取締・検査機器の拡充・高
度化を図り、効率的な活用に努めた。さらに、大学・研究機関等と共
同で、先端技術を活用した検査機器の導入に向けた取組を行った。 

また、知的財産侵害物品の水際取締りについても、「知的財産推進計
画」に基づく取組も含め、制度改正や体制強化を行うなどより一層強
化した。 

 
ロ 関係機関との連携と情報の収集等 

引き続きその更なる拡大・充実に努めるとともに、ＷＣＯや国際連
合等の国際機関主催の会議や協力枠組みにも積極的に参画し、外国関
係機関との連携強化に努めた。 

外国税関との協力関係については、国際的組織犯罪の台頭を踏まえ
て、仕出地での情報を確保する観点から、税関相互支援協定等の締結
国の拡大を図るとともに、積極的な情報交換を図った。 
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③ 税関手続における利用者利便の向上 

イ 通関手続の利用者利便の向上のための取組等 
更なる貿易円滑化の観点から、通関関係書類の電子化・ペーパーレ

ス化を促進することとしており、その一環としてこれまで書面での提
出を求めていた通関関係書類について、平成25年10月よりＮＡＣＣＳ
を利用したＰＤＦ等の電磁的記録による提出を可能とした。 

また、ＡＥＯ制度の対象事業者、関係業界団体等に対して税関ホー
ムページや説明会等を通じてそのＰＲに努めるとともに、制度の利用
者利便について意見を聴取し制度の改善に努め、利用の拡大を図った。
また、ＡＥＯ事業者の承認等の業務に関し税関内で経験の一層の共有
を図り、的確な運用にも努めた。更に、ＡＥＯ制度の相互承認協議等
を推進するとともに、将来の相互承認署名・実施を目指して、アジア
諸国等におけるＡＥＯ制度に関する技術支援を実施した。 

 
ロ 利用者満足度の向上 

輸出入者及び通関業者の方々の利用者満足度が向上するよう、引き
続き、職員の資質の向上や法令・商品知識などの向上を図るための研
修を充実させるとともに、文書による事前教示制度のより一層の利用
促進、全国レベルでの事例分析やデータベースの税関における一層の
活用に努めた。 

 
④ 税関手続システムの機能拡充及び利用者利便の向上 

関係省庁システムのＮＡＣＣＳへの統合を平成25年10月に実施した。 
また、ＮＡＣＣＳ型システムの海外展開については、ベトナムへのシ

ステム導入に向けた協力を引続き実施する他、他国へのシステム導入の
可能性についても検討を実施した。 

 
⑤ 実効性ある税関行政実現のための情報提供 

イ 税関広報活動の一層の充実 
利用者の情報ニーズを踏まえた上で、ＡＥＯ制度等の輸出入通関制

度や水際取締りの状況等の情報を更なる内容の充実及び利便性の向上
を図りつつ税関ホームページ等において提供するとともに、講演会や
説明会等に加えて、ソーシャルメディアも活用し、これらの情報を積
極的に発信した。 

 
ロ 税関相談制度 

関税に関する法律の解釈・適用、申告・申請等の手続等について、
的確かつ迅速に実施していくよう努めた。また、国民の皆様が相談し
やすい窓口となるよう職員の接遇の改善に努めた。 

カスタムスアンサーについては、制度改正等を踏まえた掲載項目の
更新等による内容の充実や従来の質問・回答設定の見直しを行いた。 

平成26年度予算概算要求額：28,588,065千円 
【税関】 
機構要求：適正かつ迅速な旅具通関事務を遂行するため、統括監視官等

を要求した。 
定員要求：治安対策、国民の安全・安心の確保及び観光立国の実現に向

けた体制強化のため、定員175名を要求した。 
     適正・公平な課税等の確保のため、定員６名を要求した。 

24 

外国為替市場の安定並び
に国際金融システムの安
定に向けた制度強化及び
その適切な運用の確保 

【引き続き推進】 
平成25年度においても、各国当局との意見交換や国際協調等を行うな

ど、外国為替市場の安定に向けた取組を行った。 
 国際金融システムの安定に向けＧ20、Ｇ７における取組に積極的に参
画し、またＩＭＦのガバナンスや機能強化の議論に積極的に貢献した。 
 アジアにおける地域金融協力の強化については、チェンマイ・イニシ
アティブ（ＣＭＩＭ）の強化、域内の経済監視を行う常設機関であるＡ
ＳＥＡＮ＋３マクロ経済リサーチオフィス（ＡＭＲＯ）の更なる組織強
化及びアジア債券市場育成イニシアティブ（ＡＢＭＩ）を推進した。 
 二国間金融協力の推進に関しては、二国間通貨スワップについて、イ
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ンドネシア及びインドとの間で拡充契約を締結し、フィリピン及びシン
ガポールとの間で拡充・再締結に向けて基本合意したほか、現地通貨建
て資金供給の促進に貢献する等、地域金融協力の強化に取り組んだ。 
 また、各国・関連国際機関等との協力、外為法及び犯収法の実効性の
確保、ＦＡＴＦ勧告の実施に向けた更なる国内措置の検討、北朝鮮等に
係る資産凍結等の措置等を適切に実施した。 

平成26年度外国為替資金特別会計予算概算要求額：1,304,177,092千円 
機構要求：アジア地域の金融協力強化のために、地域協力調整官設置を

要求した。 
定員要求：アジア地域の金融協力強化及び外貨資産運用に関する体制の

整備等のために、定員３名を要求した。 

25 

開発途上国における安定
的な経済社会の発展に資
するための資金協力・知的
支援を含む多様な協力の
推進 

【引き続き推進】 
これまでに経協インフラ戦略会議で行われた議論等を踏まえつつ、関

係省庁間で密接な連携を図りながら、ＭＤＢｓ及び諸外国との援助協調
の推進、官民連携やＮＧＯとの連携の促進、国別援助方針の策定等を通
じて、財務省が所管するＯＤＡの一層効率的・戦略的な活用に取り組ん
だ。  
 平成25年度の円借款業務は、アジアを中心とする開発途上国の経済・
社会開発に寄与し、我が国との経済交流を促進すること等を目指して実
施しました。ＪＩＣＡの海外投融資は、開発効果の高い案件を着実に実
施し、実施体制や案件選択の方法等に関しても随時レビューを行い、必
要な改善を行った。 
 国際協力銀行（ＪＢＩＣ）業務に関しては、引き続き、民業補完の原
則の下、国策上重要な海外資源確保、我が国産業の国際競争力の維持・
向上、地球温暖化の防止等の地球環境の保全を目的とする事業の促進、
国際金融秩序の混乱への対処に取り組んだ。 
 ＭＤＢｓに関しては、引き続き主要出資国として業務運営に積極的に
参画し、我が国のＯＤＡ政策・開発理念をＭＤＢｓの政策に反映させ、
また、我が国の開発援助にＭＤＢｓの専門的知見や人材を活用すること
で、我が国支援の効果・効率を増大させた。 
 開発途上国に対する債務救済や、債務に関する諸問題に取り組むため、
パリクラブをはじめとする国際的枠組みにおける議論に、引き続き積極
的に参加した。 
 知的支援の実施に当たっては、相手国の要望に即した内容となるよう
に必要に応じて見直しに努め、国際協力に積極的に取り組んだ。 

平成26年度予算概算要求額：110,792,206千円 
機構要求：開発支援における国内外の関係機関との連携強化のための体

制の整備のために、開発企画官を要求した。 

26 

アジア経済戦略の推進（新
成長戦略） 

【引き続き推進】 
日本企業の海外展開支援について、ＪＢＩＣによる「海外展開支援出

資ファシリティ」と「海外展開支援融資ファシリティ」を車の両輪とし
て推進した。 

また、ＡＳＥＡＮ諸国等との二国間の金融協力の強化にも積極的に取
り組み、債券市場の発展支援、日系中堅・中小企業の資金需要やインフ
ラ投資のための中長期資金需要への対応等、各国におけるニーズに応じ
て、協力を行った。 

27 

政府関係金融機関等の適
正かつ効率的な運営の確
保 

【引き続き推進】 
① 政府系金融機関等は、国の政策金融の担い手として、経済・金融情勢

等に即応して迅速・的確な対応を行うことが必要であることから、関
係省庁等と緊密な連携の下、経済動向を踏まえつつ、必要なニーズに
対し、政府系金融機関が質・量ともに的確な対応を行うことができる
よう、民業補完の観点から不断の業務の見直しを行った。 

 
② 主務省として、リスク管理分野に関する検査を委任している金融庁を

はじめ関係省庁と緊密に連携しつつ、政策目的の実現及び適正な業務
運営の確保という観点から、各機関の法令等遵守態勢に関し、引き続
き効果的・効率的な検査を行うとともに、上記リスク管理分野及び法
令等遵守態勢に関する検査結果も踏まえて、各機関の財務の健全性の
確保や業務運営体制の改善に努めた。 
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平成26年度予算概算要求額：124,511,198千円 

28 

地震再保険事業の健全な
運営 

【引き続き推進】 
① 東日本大震災を受けての地震保険制度に関する検討と普及拡大 

ＰＴの報告書を踏まえた商品性や保険料率に係る課題については、平
成25年11月から翌年１月まで３回に亘り、「地震保険制度に関するプロジ
ェクトチーム」フォローアップ会合を開催し、  

・加入促進に向けた取組 
・商品性（査定簡素化の検討等）や保険料率（等地区分の統合等）に

係る課題への対応状況 
・引き続き検討すべき課題（「付保割合100％全損のみ補償」オプショ

ンの導入、立地割増・ 
 立地割引） 
・マンションの付属物の損害査定に係る検討状況 
 等について報告・討議し、とりまとめを行った。 
  
地震保険の普及については、損保協会では住宅ローン利用者及びマン

ション管理組合に対して地震保険の必要性を訴求するチラシやポスター
を作成し、関係当局や業界団体と連携して、金融機関やマンション管理
組合等での掲示、配布を実施した。 

財務省は、損保業界の普及促進に向けた取組に関して、損保業界と意
見交換を行うとともに、マンション管理組合への普及促進に向けた行政
と関係業界団体の一層の連携について検討するため、国土交通省住宅局
等の関係省庁と効果的な普及促進策について意見交換を行いました。 

 
② 再保険事業の健全な運営の確保を図るための検査の実施 

政府の再保険事業の健全な運営の確保を図るため、平成25年度におい
ては損害保険会社５社に対し、保険金支払業務に重点を置いた地震保険
検査を実施した。 

平成26年度地震保険特別会計予算概算要求額：126,843,446千円 

29 

安定的で効率的な国家公
務員共済制度等の構築及
び管理 

【引き続き推進】 
① 社会保障改革への対応 

被用者年金一元化及び年金払い退職給付の施行に向けて、引き続き、
事務体制や政省令等の整備を進めた。 

また、「社会保障制度改革推進法」に沿って取り組む社会保障改革につ
いて、関係各省とも連携を図って、検討を進めた。 

 
② 諸外国との社会保障協定への対応 

各国との人的交流の促進を図る観点から、引き続き我が国と各国間の
社会保障制度の適用について、国民年金・厚生年金制度を所管する厚生
労働省等と協力して調整を行うことにより、今後、順次締結が予定され
ている各国との社会保障協定への対応を行った。 

 
③ 国家公務員共済組合連合会等の適正な運営の確保 

国家公務員共済年金の支給等の実務を担う国家公務員共済組合連合会
等の適正な業務運営を確保することにより、安定的で効率的な国家公務
員共済組合制度等の管理・運営に努めた。 

平成26年度予算概算要求額：72,491,598千円 

30 

日本銀行の業務及び組織
の適正な運営の確保 

【引き続き推進】 
財務諸表の承認、経費の予算の認可等を通じ、日本銀行の業務及び組

織の適正な運営が確保されるように努めた。 

31 

たばこ・塩事業の健全な発
展の促進と適切な運営の
確保 

【引き続き推進】 
① たばこ事業の適切な運営の確保 

ＷＨＯたばこ規制枠組条約を踏まえた国内措置の円滑な実施に適切に
対応するため、同条約の関係会議に積極的に参加するとともに、対面販
売時における年齢確認の徹底を要請するなど、未成年者喫煙防止に対す
る取組を推進した。 

また、たばこ事業法及び日本たばこ産業株式会社法に基づき、各財務
（支）局等及び各税関ともに連携し、円滑な運営を図るとともに、たば
こ事業の健全な発展に向けた管理・監督を引き続き行った。 
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② 塩事業の適切な運営の確保 

塩事業については、塩需給見通し及び塩需給実績の調査・公表、生活
用塩の供給業務等を行う塩事業センターに対する業務規程・事業計画及
び収支予算の認可、各財務（支）局等及び各税関が行っている塩事業者
の登録･届出に関する事務の調整等を通じ、塩事業の適切な運営が確保さ
れるように努めた。 
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